
最近の精神保健医療福祉施策の動向について

第１回精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会

平成３０年１２月１８日 資料２



１．精神科医療の現状について
２．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について
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１．精神科医療の現状について
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精神科医療の現状について

○ 精神疾患を有する総患者数は約392.4万人【入院：約31.3万人（※）、外来：約361.1万人】
※ うち精神病床における入院患者数は約28.9万人

○ 精神病床の入院患者数は過去15年間で減少傾向（約32.9万人→28.9万人【△約4万人】）
一方、外来患者数は2倍以上に増加。（認知症や気分障害（うつ病など）が特に増加）

○ 入院形態別の在院患者数の推移では、任意入院、措置入院は減少する一方、医療保護入院は増加。ただ
し、医療保護入院についてもＨ26年度は前年度比4,756人減少。
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※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている 資料：厚生労働省「患者調査」より

厚生労働省調べ
（各年度6月30日現在）
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精神科医療の現状について

○ 精神病床数は過去15年間で約35.8万床→33.8万床（△約2万床）に減少。（全病床数（約１６８万床）の約２割）。
他方で国際的には日本の病床数は非常に多い。

○ 精神病床の平均在院日数は274.7日（全病床：平均在院日数29.1日）
過去10年間で精神病床の平均在院日数は、52.5日短縮。
他方で国際的には日本の平均在院日数は非常に長い。

○ 近年の新規入院患者の入院期間は短縮傾向にあり、約９割が１年以内に退院。
○ 精神病床からの退院患者の再入院率は、退院後6ヶ月時点が約30％、１年時点が約37％。

精神病床数（※）と平均在院日数推移（諸外国との比較） 再入院率のグラフ

平均在院日数の推移精神病床の推移
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精神病床における退院曲線の年次推移
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※各国により定義が異なる 資料：OECD Health Data 2015

資料：厚生労働省「病院報告」より
厚生労働省障害保健福祉部で作成

資料：厚生労働省「医療施設調査」「病院報告」より
厚生労働省障害保健福祉部で作成

厚生労働省障害保健福祉部精神・障害保健課調べ

2012年
精神病床数 （床/千人）

2014年
平均在院日数（日）

ベルギー 1.7 10.1
フランス 0.9 5.8

ドイツ 1.3 24.2
イタリア 0.1 13.9
日本 2.7 285
韓国 0.9 124.9
スイス 0.9 29.4
イギリス 0.5 42.3
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２．精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築について
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これまでの経緯等について

・これまでの法改正？
・本家の地域包括ケアとの関係性？
・共生社会との関係性？
・これまでの地域移行の経緯 など

○ 我が国の精神保健医療福祉については、平成16年9月に精神保健福祉本部（本部長：厚生労働大臣）で策定
された「精神保健医療福祉の改革ビジョン」において「入院医療中心から地域生活中心へ」という理念が示され
て以降、様々な施策が行われてきた。平成26年には精神保健福祉法に基づく「良質かつ適切な精神障害者に
対する医療の提供を確保するための指針」において、この理念を支えるための精神医療の実現に向けた、精神
障害者に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性も示されている。

○ 平成29年２月の「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書では、「地域生活中心」とい
う理念を基軸としながら、精神障害者の一層の地域移行を進めるための地域づくりを推進する観点から、
精神障害者が、地域の一員として、安心して自分らしい暮らしができるよう、医療、障害福祉・介護、社会参加、
住まい、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」（※）の
構築を目指すことを新たな理念として明確にした。
※ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」は、高齢期におけるケアを念頭に論じられている「地域包括ケアシステム」における、必要な支

援を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生活を支援するという考え方を、精神障害者のケアにも応用したものであり、高齢期の「地
域包括ケアシステム」とは異なるものであることに留意

※ ｢精神障害にも対応した地域包括ケアシステム｣の構築は、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創る｢地域共生社会｣の実現にも寄
与

○ 「精神障害にも対応した地域包括システム」の構築に向けた取組を各地域が積極的かつ円滑に進められるよ
うにするためには、国においても同システムの構築に向けた具体的な取組を総合的に展開していくことが必要
である。
このため、「精神障害にも対応した地域包括システム」の構築に向け、各自治体における精神障害に係る障
害福祉計画の実現のための具体的な取組をとりまとめた。
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（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

○ 精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、障害福祉計画に基づき、障害保
健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業
者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築することが適当。

（２）多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築

○ 統合失調症、認知症、児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等に対応できるように、医療計画に基づき、精
神医療圏ごとの医療関係者等による協議の場を通じて、圏域内の医療連携による支援体制を構築することが適当。

（３）精神病床のさらなる機能分化

○ 長期入院精神障害者のうち一定数は、地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備することによって、地域生活への移行
が可能であることから、平成32年度末（第5期障害福祉計画の最終年度）、平成37（2025）年の精神病床における入院需要（患
者数）及び地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の目標を明確にした上で、計画的に基盤整備を推進することが適当。

これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書(概要)（抄）
（平成２９年２月８日）

新たな医療計画等の策定に向けた精神保健医療のあり方及び精神保健福祉法の3年後見直し規定の検討事項について議
論するとともに、措置入院後の医療等の継続的な支援のあり方や、精神保健指定医の指定のあり方等を検討し、今後の取
組について取りまとめた。次期医療計画・障害福祉計画等の策定に向けて、次期診療報酬改定・障害報酬改定等の必要な
財政的方策も含め、具体的な改正内容について検討を進め、その実現を図るべき。(通常国会に関係法律の改正案を提出)

１．新たな地域精神保健医療体制のあり方について

○ 医療保護入院にあたり、医師が入院が必要となる理由を本人や家族等に文書等により丁寧に説明することが必要。

○ 本人との関係が疎遠であること等を理由に、家族等から意思表示が行われないような場合について、市町村長同意を行え
るよう検討することが適当。

○ 家族等がどのような観点から同意することを求められているかを明確にし、同意を行う際に医療機関側からその旨を伝える
こととすることが適当。

○ 現在、退院支援委員会を開催する対象となっている患者であって、１年以上の入院となった者についても、一定の期間ごと
に定期的に開催されるよう検討することが適当。

○ 医療保護入院制度等の特性を踏まえ、医療機関以外の第三者による意思決定支援等の権利擁護を行うことを、障害者総
合支援法に基づく地域生活支援事業に位置づけることが適当。

２．医療保護入院制度について
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合
い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事
業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科
医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。
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バックアップ

国（アドバイザー組織）

バックアップ

構築支援事業 実施 都道府県・指定都市等

地域移行に関わる保健・医療・福祉の
一体的取組

◆ 個別相談・支援（電話、メール）
◆ 現地での技術的助言
◆ 都道府県等研修への協力 等

地域援助事業者
（指定一般・

特定相談支援事業者）

保健所

① 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（地域生活支援促進事業）
平成３０年度予算：５１５，６４２千円（平成29年度予算：192,893千円 ）

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
平成３０年度予算：３９，４０５千円（平成29年度予算：37,500千円）

※地域生活支援事業、社会福祉施設等施設整備費計上分除く

①…障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病院等の医療機関、地域援助事業者、自治体担当部局等の関
係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。

＜実施主体＞ 都道府県・指定都市・特別区・保健所設置市

②… ◆国において、地域移行に実践経験のあるアドバイザー（広域・都道府県等密着）から構成される組織を設置する。
◆都道府県・指定都市・特別区は、広域アドバイザーのアドバイスを受けながら、都道府県等密着アドバイザーと連携し、モデル障害保健福祉圏

域等 （障害保健福祉圏域・保健所設置市）における、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する。
◆関係者間で情報やノウハウの共有化を図るため、ポータルサイトの設置等を行う。

（注） ①及び②の事業はそれぞれ単独で実施することも可能

モデル障害保健福祉圏域

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築推進事業（事業①）

広域アドバイザー 都道府県等密着アドバイザー

市町村 精神科医療機関

国（構築支援事業事務局）
■全国会議の企画・実施
■地域包括ケアシステム構築に係る手引の作成
■地域包括ケアシステム構築状況の評価 等

【事業内容】（１は必須）
１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置
２．精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
３．ピアサポートの活用に係る事業
４．アウトリーチ事業
５．入院中の精神障害者の地域移行に係る事業
６．包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業
７．精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事業
８．措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継

続支援に係る事業
９．精神障害者の家族支援に係る事業
10.その他、包括ケアシステムの構築に資する事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築支援事業（事業②）

（注）
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３．医療計画について
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バックアップ

第７次医療計画の見直し（精神疾患の医療体制の構築）

（難治性精神疾患や処遇困難事例等にも対応できるように、
都道府県立精神科病院に加えて、民間病院、大学病院、

国立病院なども参画した医療連携体制を構築することが望ましい）

精神医療圏

多様な精神疾患等ごとに
地域精神科医療提供機能を担う

医療機関

多様な精神疾患等ごとに
地域連携拠点機能を担う

医療機関

その他の
医療機関

市町村

保健所

多様な精神疾患等ごとに
都道府県連携拠点機能を担う

医療機関

都道府県
本庁

精神保健福祉
センター

精神医療圏ごとの医療関係者等による協議の場
精神疾患に関する圏域連携会議

都道府県ごとの医療関係者等による協議の場
精神疾患に関する作業部会

多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

社会参加（就労）・地域の助け合い

住まい

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

医療 障害福祉・介護

■介護保険サービス

■地域生活支援拠点

■障害福祉サービス

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県

バックアップ

様々な相談窓口

日常生活
圏域

日常生活
圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

圏域の考え方

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める
必要がある。

○ 平成32年度末・平成36年末の精神病床における入院需要（患者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の目標を明確にした上で、障害
福祉計画等と整合性を図りながら地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備を推し進める必要がある。

○ 統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、多
様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担・連携を推進するとともに、患者本位の医療を実現していけるよう、各医療機関の医療機能を明確化す
る必要がある。
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対応方針（多様な精神疾患等ごとに医療機能の明確化）

医療機
能

役割
要件

統合失調
症

うつ
病等

認知症 児
童

発達
障害

依存症
（＊）

PT
SD

高次脳 摂食
障害

てんか
ん

精神科救
急

身体合
併症

自殺
対策

災害
精神

医療
観察

都道府
県連携
拠点機
能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉

介護の関係機関との連携･協力を行うこと④医療連携の都道府県拠点の役割を果たすこと⑤情報収集発信の都道府県拠点の役割を果たす
こと⑥人材育成の都道府県拠点の役割を果たすこと⑦地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと

求め
られる
事項
（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連
絡体制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体
制を作ること③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支
援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること④地域連携会議を運営すること⑤積極的な情報発信を行うこと⑥専門職に対す
る研修プログラムを提供すること⑦地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患･処遇困難事例の受入対
応を行うこと

地域連
携拠点
機能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉

介護の関係機関との連携･協力を行うこと④医療連携の地域拠点の役割を果たすこと⑤情報収集発信の地域拠点の役割を果たすこと⑥人材
育成の地域拠点の役割を果たすこと⑦地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと

求め
られる
事項
（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連
絡体制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体
制を作ること③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支
援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること④地域連携会議を運営支援を行うこと⑤積極的な情報発信を行うこと⑥多職種
による研修を企画･実施すること⑦地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患･処遇困難事例の
受入対応を行うこと

地域精
神科医
療提供
機能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉
介護の関係機関との連携･協力を行うこと

求め
られる
事項
（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連
絡体制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体
制を作ること③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支
援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること

※疾患等毎に都道府県連携拠点機能を担う医療機関を、1カ所以上医療計画に明記することが望ましい。複数明記する場合は、一体的に機能できるように考慮
すること。

精神疾患の医療体制に求められる医療機能を地域精神科医療提供機能、地域連携拠点機能、都道府県連携拠点機能と示している。
都道府県は、多様な精神疾患等毎に各医療機能の内容について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

＊アルコール依存症、薬物依存症、ギャンブル等依存症に区分して対応

多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けた医療機能の明確化①
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多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けた医療機能の明確化②

医療計画上の多様な精神疾患等ごとの医療機能の明確化のイメージ

圏
域

医療機関 統合失
調症

うつ
病等

認知
症

児
童

発達
障害

依存症
（＊）

PT
SD

高次
脳

摂食
障害

てん
かん

精神科
救急

身体合
併症

自殺
対策

災害
精神

医療
観察

全
域

A病院 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

B病院 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

C病院 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

○
○
圏
域

A病院 ◎ ◎ ◎

D病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

E病院 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

F診療所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

G診療所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H訪看ST ○ ○ ○ ○

△
△

圏
域

B病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

I病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

J病院 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

K病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

L診療所 ○ ○ ○

M診療所 ○ ○ 〇

◆
◆

圏
域

C病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

N病院 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

O診療所 ○ ○ ○ ○
☆ ：都道府県連携拠点機能を担う医療機関、◎：地域連携拠点機能を担う医療機関、〇：地域精神科医療提供機能を担う医療機関

＊アルコール依存症、薬物依存症、ギャンブル等依存症に区分して対応
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４.「措置入院の運用に関するガイドライン」
（平成30年4月）について
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５. 「地方公共団体による精神障害者の退院後
支援に関するガイドライン」について

16



○ 各自治体が、その体制を整備しつつ、可能な範囲で積極的に退院後支援を進められるよう、現行法下で実施可能な、
自治体が中心となった退院後支援の具体的な手順を整理。

○ 精神障害者が退院後にどこの地域で生活することになっても医療、福祉、介護、就労支援などの包括的な支援を継続的
かつ確実に受けられるようにすることを目的として実施（法第47条の相談支援業務の一環）

地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン（概要）

Ⅱ 退院後支援に関する計画の作成

Ⅰ 地方公共団体による精神障害者の退院後支援の趣旨

１ 支援対象者、本人・家族その他の支援者の参画

○ 作成主体の自治体が、自治体が中心となって退院後支援を行う必要があると認めた者のうち、同意が得られた者。
※ 措置入院者のうち退院後支援を実施する必要性が特に高い者から支援対象とすることも可。医療保護入院者等に作成することも可。

※ 同意が得られない場合や計画作成への意向の確認が困難な場合は、計画は作成しない。

○ 本人と家族その他の支援者が支援内容を協議する会議（以下「会議」という。）への参加など計画作成に参画できるように
十分働きかけ。

2 計画作成の時期
○ 原則、入院中に作成。ただし、入院期間が短い場合等は退院後速やかに作成。
○ 措置入院の場合、措置症状が消退しているにもかかわらず、本人が計画に基づく支援に同意しないことや、計画作成に
時間を要していることを理由に措置入院を延長することは法律上認められない。

3 計画の内容
◆ 計画の記載事項（主要事項）
・ 退院後の生活に関する本人の希望 ・ 家族その他の支援者の意見
・ 退院後支援の担当機関、本人のニーズ・課題、支援内容、連絡先
・ 必要な医療等の支援の利用が継続されなかった場合の対処方針 ・ 計画に基づく支援を行う期間 等

◆ 計画に基づく支援期間

○ 本人が希望する地域生活に円滑に移行できるための期間として、地域への退院後半年以内を基本として設定。
○ 延長は原則１回（本人同意が必要）。１年以内には本人が希望する地域生活への移行を図ることができるよう努力。

4 会議の開催
◆ 参加者
① 会議には、本人と家族その他の支援者の参加が原則。

※例外的に参加しない場合も、事前又は事後に、これらの者の意向を確認する機会を設けるなどの対応を行う。
② 本人が、弁護士等を成年後見人や代理人として参加させることを希望する場合は、これらの者を参加させる。 17



地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン（概要）
Ⅱ 退院後支援に関する計画の作成（続き）

１ 帰住先保健所設置自治体の役割、各支援関係者の役割等
○ 帰住先保健所設置自治体は、計画に基づく相談支援を行うとともに、支援全体の調整主体としての役割を担う。

２ 計画の見直し

○ 自治体は、本人・家族等が希望した場合や、本人の病状や生活環境の変化等に応じて支援内容等を見直す必要がある
場合には、速やかに計画の見直しを検討。

３ 支援対象者が居住地を移した場合の対応

○ 自治体は、支援期間中に本人が居住地を移したことを把握した場合には、本人の同意を得た上で、移転先自治体に計画
内容等を通知。移転先自治体は、速やかに、本人の同意を得た上で計画を作成。

４ 計画に基づく支援の終了及び延長

○ 支援期間が満了する場合は原則支援を終了。支援終了後も、必要に応じて法第47条に基づく一般的な相談支援を実施。
○ 例外的に延長する際は、会議を開催し、本人・家族等に丁寧に説明の上、本人の同意を得る。

５ 本人が交付された計画に基づく支援への同意を撤回した場合の対応

○ 計画の交付後に、本人から支援への同意を撤回する旨の意向が示された場合は、必要に応じて計画内容を見直す等、
本人の意向を踏まえた計画となるよう対応。

○ こうした対応を行っても計画に基づく支援に同意が得られない場合は、計画に基づく支援を終了。

Ⅲ 退院後支援に関する計画に基づく退院後支援の実施

③ 支援関係者（＝支援対象者の退院後の医療等の支援の関係者）
・ 作成主体の自治体 ・ 帰住先の市町村（保健所設置自治体を除く）
・ 入院先病院 ・ 通院先医療機関 ・ 措置入院前の通院先医療機関 ・ 訪問看護ステーション
・ 地域援助事業者その他の障害福祉サービス、介護サービス事業者 ・ NPOなどの支援者、民生委員 等

※ 防犯の観点からの警察の参加は認められず、原則警察は参加しない。例外的に支援を目的に参加を検討する場合も、本人が拒否した場合は参加は不可。

◆ 開催方法、開催場所
○ 電話やインターネット回線等を活用して協議を行うことも可。本人の入院中は原則として入院先病院内で開催。

◆ 会議の事務に関して知り得た情報の管理
○ 設置主体は、会議の事務に関して知り得た情報の適正な取扱いについて支援関係者にあらかじめ説明し、各支援関係者
から当該取扱いを遵守する旨の同意を文書で得る。

5 入院先病院の役割（自治体に協力し、以下の対応を行うことが望ましい。）
①退院後の生活環境に関する相談支援を行う担当者の選任（措置入院先病院）
②退院後支援のニーズに関するアセスメントの実施 ③計画に関する意見等の提出 ④会議への参加 等
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６. 依存症対策について
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○治療や相談、⽣活⽀援に
係る地域の指導者を養成

○回復施設職員への研修

○情報収集、分析、発信

○普及啓発

○依存症に関する調査

依存症対策の全体像

国 47都道府県・20指定都市

補助

行
政
・福
祉
・司
法
等

関
係
機
関

国
民

医療医療
提供

医
療
機
関

早期

支援

早期
発⾒
＆
支援

地域支援ネットワークの構築

補助

相談支援・普及啓発等

研修
＆
情報
発信

専⾨医療の提供

設
置定

選
定

⺠間団体

委託

研修
＆
連携

補
助

＊依存症の相談拠点
（精神保健福祉センター等）
○依存症相談員の配置、窓口の普及啓発

○関係機関との連携

○家族⽀援、治療回復プログラムの実施

＊依存症の専⾨医療機関・治療拠点機関
○依存症に係る研修を修了した医師の配置

○関係機関との連携

○地域の医療機関への研修や情報発信

自助グループ等⺠間団体（地域）

医
療
体
制

相
談
体
制

全国拠点機関
（独立行政法人国立病院機構
久里浜医療センター）

⑥依存症に関する普及啓発事業

①依存症対策全国拠点機関
設置運営事業

②依存症対策総合支援事業

依存症の正しい理解の普及啓発

⑤依存症に関する調査研究事業

自助グループ等
⺠間団体
（全国規模）

相談支援・普及啓発等

相談支援・家族支援等

③依存症民間団体支援事業

④地域生活支援促進事業
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依存症対策の推進に係る平成３１年度要求
３０年度予算 ３１年度要求

６．１億円 → ８．１億円（＋２.０億円）

アルコール・薬物・ギャンブル等の『依存症対策全国拠点機関』において、地域における治療等の指
導者の養成や情報センターによる情報発信等を通じて、依存症医療・支援体制の整備を推進する。

全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 ６９百万円 →７７百万円

都道府県・指定都市において、人材育成や依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の選定等によ
る医療体制や相談体制の整備を推進するとともに依存症専門医療機関の普及啓発や民間団体と連携した
受診後の患者支援を実施し、地域の医療・相談支援体制の整備を推進する。

地域における依存症の支援体制の整備 ３３３百万円 → ５１２百万円

依存症者や家族等が地域の治療や支援につながるよう、依存症に関する正しい知識と理解を広めるた
めの普及啓発を実施する。

依存症に関する普及啓発の実施 ９５百万円 → ９５百万円

地域で依存症関連問題に取り組む民間団体の支援を行う。

アルコール・薬物・ギャンブル等の民間団体支援 地域生活支援促進事業等４９３億円の内数 → 地域生活支援促進事業等５３７億円の内数

依存症の実態解明や地域での現状・課題に関する調査を実施する。

依存症に関する調査研究事業 ９２百万円 → ９２百万円

依存症者や家族等を対象とした相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体の支援を推進する。

依存症民間団体支援 １８百万円 → ２９百万円

＋地域生活支援事業等４９３億円の内数 ＋地域生活支援事業等５３７億円の内数
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○アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、
回復⽀援に⾄る切れ⽬のない⽀援体制の整備

アルコール健康障害対策推進基本計画の概要アルコール健康障害対策推進基本計画の概要

(1)アルコール健康障害への早期介入
(2)地域における相談拠点の明確化
(3)アルコール健康障害を有している者とその家族を、
相談、治療、回復⽀援につなぐための連携体制の推進

(4)アルコール依存症の治療等の拠点となる専⾨医療機関の整備

その他推進体制等

⑨人材の確保等

①教育の振興等

②不適切な飲酒の誘引の防⽌

③健康診断及び保健指導

④アルコール健康障害に係る医療の充実等

⑤アルコール健康障害に関連して飲酒運転等を
した者に対する指導等

⑥相談支援等

⑦社会復帰の⽀援

⑧⺠間団体の活動に対する⽀援

⑩調査研究の推進等

基本的施策

基本理念

基本計画で取り組むべき重点課題

○発⽣・進⾏・再発の各段階での防⽌
対策／当事者やその家族が日常生活
及び社会⽣活を円滑に営むための⽀援

○アルコール健康障害に関連して生ずる
飲酒運転、暴⼒、虐待、⾃殺等の問題に
関する施策との有機的な連携への配慮

○正しい知識の普及 及び 不適切な飲酒を防⽌する社会づくり

○アルコール依存症者が円滑に回復、社会復帰するための社会づくり

○医療における質の向上と連携の促進

○誰もが相談できる相談場所と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり

○飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を
徹底し、将来にわたるアルコール健康障害
の発生を予防

(1)特に配慮を要する者に対する教育・啓発
※未成年者、妊産婦、若い世代

(2)アルコール依存症に関する正しい知識・
理解の啓発

関連施策との有機的な連携 都道府県における都道府県推進計画の策定

基本的な方向性

実態把握とともに次期に向け数値目標の設定について検討基本計画策定後３年以内に、厚⽣労働省に移管

（計画対象期間︓平成28年度から平成32年度まで）
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再犯防止推進計画（薬物依存症関連抜粋）

○「再犯の防止等の推進に関する法律」（平成28年法律第104号）第７条第１項の規定に基づき平成29
年12月に策定。

○同法同条第６項において、「少なくとも５年ごとに、再犯防止推進計画に検討を加え、必要がある
と認めるときは、これを変更しなくてはならない」と規定されていることから、計画期間は、平成30
年度から34年度末までの５年間とされている。

概要

薬物依存症関連の主な施策 関係省庁

海外の事例を参考にしつつ、薬物事犯者の再犯防止に効果的な方策を検討。 法務省、厚生労働省

薬物依存症治療の専門医療機関の充実と一般の医療機関における薬物依存症者に
対する適切な対応を促進。

厚生労働省

依存症相談員を配置するなど、保健行政機関における薬物依存症に関する相談支援
窓口の充実。

厚生労働省

就労と住居の一体的支援活動を行う民間団体の活動の援助など、自助グループを含
めた民間団体の活動支援の充実。

厚生労働省

一般国民への講習会の開催等を通じ、薬物依存症者やその親族等の意識・知識の向
上を図る。

厚生労働省

薬物依存症者の治療・支援等を行う関係機関の職員等による連絡協議会等を開催し、
地域における課題の共有と対応方法の検討など、連携強化を図る。

警察庁、法務省、
厚生労働省

薬物依存症治療の診療報酬上の評価の在り方について検討。 厚生労働省

薬物依存症に関する知見を有する、「医師、看護師等の医療関係者」、「精神保健福
祉士及び社会福祉士」、「公認心理師」、「地域において生活支援を担う者」の育成。

厚生労働省

23



ギャンブル等依存症対策基本法概要 （平成30年10月５日施行）
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７. 公認⼼理師について
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公認心理師法（概要）

一 目的

公認心理師の資格を定めて、その業務の適正を図り、もって

国民の心の健康の保持増進に寄与することを目的とする。

二 定義

「公認心理師」とは、公認心理師登録簿への登録を受け、公

認心理師の名称を用いて、保健医療、福祉、教育その他の分野

において、心理学に関する専門的知識及び技術をもって、次に

掲げる行為を行うことを業とする者をいう。

① 心理に関する支援を要する者の心理状態の観察、その結

果の分析

② 心理に関する支援を要する者に対する、その心理に関す

る相談及び助言、指導その他の援助

③ 心理に関する支援を要する者の関係者に対する相談及び

助言、指導その他の援助

④ 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報

の提供

三 試験

公認心理師として必要な知識及び技能について、主務大臣が

公認心理師試験を実施する。受験資格は、以下の者に付与する。

① 大学において主務大臣指定の心理学等に関する科目を修

め、かつ、大学院において主務大臣指定の心理学等の科目

を修めてその課程を修了した者等

② 大学で主務大臣指定の心理学等に関する科目を修め、卒

業後一定期間の実務経験を積んだ者等

③ 主務大臣が①及び②に掲げる者と同等以上の知識及び技

能を有すると認めた者

四 義務

１ 信用失墜行為の禁止

２ 秘密保持義務（違反者には罰則）

３ 公認心理師は、業務を行うに当たっては、医師、教員その

他の関係者との連携を保たねばならず、心理に関する支援を

要する者に当該支援に係る主治医があるときは、その指示を

受けなければならない。

五 名称使用制限

公認心理師でない者は、公認心理師の名称又は心理師という

文字を用いた名称を使用してはならない。（違反者には罰則）

六 主務大臣

文部科学大臣及び厚生労働大臣

七 施行期日

一部の規定を除き、公布の日から起算して２年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行する。

八 受験資格の特例

既存の心理職資格者等に係る受験資格等について、所要の特

例を設ける。

平成２７年９月 ９日成立
平成２７年９月１６日公布
平成２９年９月１５日施行
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公認心理師法における医師の指示に関する運用基準について

１．運用基準の趣旨

 公認心理師は、要支援者に心理に関する支援に係る主治の医師があることが合理的に推測される
場合には、その有無を確認。

 主治の医師に該当するかどうかについては、要支援者の意向も踏まえつつ、一義的には公認心理
師が判断。

 心理に関する支援に直接関わらない傷病に係る主治医がいる場合には、指示を受けなければなら
ない主治の医師に当たらないと判断して差し支えない。

 公認心理師と主治の医師の勤務先が同一の医療機関でない場合、公認心理師は、要支援者に対
し、主治の医師による診療の情報や必要な支援の内容についての指示を文書で提供してもらうよう
依頼することが望ましい。

 公認心理師が主治の医師に直接連絡を取る際は、要支援者本人の同意を得た上で行う。

 公認心理師が主治の医師の指示と異なる方針に基づき支援行為を行った場合には、当該支援行
為に関する説明責任は当該公認心理師が負うことに留意。

２．運用基準の概要

○ 公認心理師は、その業務を行うに当たって心理に関する支援を要する者に当該支援に係る主治の
医師があるときは、その指示を受けなければならないとされている。（公認心理師法第42条第２項）

○ また、この規定の運用について、公認心理師の専門性や自立性を損なうことのないよう運用基準
を明らかにし、公認心理師の業務が円滑に行われるよう配慮することとされている。（衆議院文部科学委
員会・参議院文教科学委員会附帯決議）

○ これらを踏まえて、心理及び医療関係者から意見を聴取し、「公認心理師法における医師の指示
に関する運用基準」を作成。
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■実施日等：

平成30年９月９日(日)

○試験時間は、午前・午後各120分で合計４時間。

○障害のある方等への受験上の配慮として、その申請により認められた場合は、試験時

間の延長等、受験上の配慮を行う。

■試験地：

北海道、宮城県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県、岡山県、福岡県
（北海道については平成30年北海道胆振東部地震の被災状況を踏まえ中止し、12月16日に追加試験を行った。）

■試験内容：
公認心理師として具有すべき知識及び技能
○「公認心理師試験出題基準」を指定試験機関（※）のホームページ等で公表。

■合格発表：
平成30年11月30日(金)
受験者数：35,020人
合格者数：27,876人
合格率 ：79.6%

※指定試験機関及び指定登録機関の概要
○名称： 一般財団法人日本心理研修センター
○目的： 心理支援に携わる専門職の能力を保持向上させることにより、人々の心身の健康の維持向上に寄与すること
○設立： 平成25年４月
○指定日：平成28年４月１日（公認心理師法第10条第１項の規定に基づき、指定試験機関として指定）

平成29年11月１日（公認心理師法第36条第１項の規定に基づき、指定登録機関として指定）

第１回公認心理師試験について
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公認⼼理師の配置等に関する通知等

▶保健医療分野︓病院など

○診療報酬上の評価する⼼理職

・「診療報酬の算定⽅法の⼀部改正に伴う実施上の留意事項

について」（平成30年３⽉５⽇通知）

・診療報酬上の⼼理職の範囲を臨床⼼理技術者から公認⼼

理師に統⼀

○がん診療連携拠点病院・⼩児がん拠点病院への配置

・「がん診療連携拠点病院等の整備について」

（平成30年７⽉31日通知）

・「小児がん拠点病院等の整備について」

（平成30年７⽉31日通知）

▶福祉分野︓児童相談所など

○児童相談所に設置する児童⼼理司︓該当する職種に追加

・「児童相談所運営指針の改定について」（平成30年７⽉20日

通知）

▶教育分野︓学校など

○スクールカウンセラー︓該当する職種に追加

・「スクールカウンセラー等活用事業」

（平成30年度の実施要領に公認⼼理師を記載）

▶産業・労働分野︓事業所など

○事業者が⾏うストレスチェックの実施者︓該当する職種に追加

・「労働安全衛生規則の一部改正」（平成30年８⽉９⽇）
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８.⼼神喪失者等医療観察法について
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医療観察法の特徴と目的

必要な医療を確保して病状の改善を図り、再び不幸な事態が繰り返されないよう
社会復帰を促進する

● 裁判所が適切な処遇を決定

対象者の処遇の開始及び終了等については、
地方裁判所における合議体(裁判官＋精神保健審判員（精神科医）)において、
適切な鑑定等を踏まえて決定する

● 手厚い専門的な医療を行う

対象者の入院医療については、国公立の指定入院医療機関で適切な処遇を実
施する（H30.3.15現在33ヵ所）

● 地域での継続的な医療を確保するための仕組み

指定通院医療機関が適切な医療を提供・保護観察所（社会復帰調整官）が都
道府県等と連携の上、処遇の実施計画を定め、観察・指導等を実施
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実刑判決

裁判所

検察官

（心神喪失等を理由）

不起訴

無罪等

地

方

裁

判

所

（
審
判
）

一般の精神保健福祉

平成15年7月成立・公布、平成17年7月15日施行

（心神喪失等を認定）

医療観察法における入院医療及び通院

医療は厚生労働大臣が行う

刑務所

（制度は、法務省・厚生労働省共管）

鑑定入院は、精神科病院 で実施

（期間は2ヶ月が原則・最長3ヶ月）

心神喪失等で重大な他害行為を行った者に対して、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによって、病状の
改善及び同様の行為の再発防止を図り、その社会復帰を促進するよう、対象者の処遇を決定する手続等を定めるもの。

裁判官と精神保健審判員の合議制
精神保健参与員が必要な意見を述べる

逮捕・送検

起訴

重大な他害行為
①殺人 ②放火 ③強盗
④強制性交等 ⑤強制わいせつ
⑥傷害 ①～⑤は未遂を含む

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（医療観察法 ）の仕組み

検
察
官
に
よ
る
申
立
て

地
方
裁
判
所
（
審
判
）

退院決定

処遇終了

※主な処遇プロセスのみ記載

入
院
決
定

通
院
決
定

不
処
遇

鑑
定
入
院

病
院
管
理
者
申
立
て

処遇終了

指定入院医療機関
・入院医療の提供

・設置主体は、国、都道府県、 特定
地方独立行政法人（公務員型）に
限定

・入院期間の上限は定められていな
いが、ガイドラインで18ヶ月程度を
標準としている

指定通院医療機関

・精神保健観察

・入院によらない医療を提供

・基準を満たせば設置主体は民間
でも可

・通院は原則３年（必要があれば２
年まで延長可） 保護観察所

保護観察所長申し立て

地方裁判所
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診療報酬と配置基準により、手厚い医療体勢を担保する。

医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心
理技術者がそれぞれの職能を発揮し、多職種チームによ
る治療計画を策定する。

６ヵ月ごとに多職種による共通評価項目に基づく病状
等の評価を行う。

外部委員を含めた倫理会議、外部評価会議や地域連絡
会議、運営会議、治療評価会議を設置する。

適切かつ効率的な専門医療の提供

多職種チームによる計画策定 多職種による定期的な社会復帰要因の評価

医療の質や地域連携を確保する組織形態を整備

社会復帰期
６ヵ月

概ね18ヵ月以内を想定（症状の軽い場合は早期退院）

通
院
医
療
へ

入

院

原則として対象者の地元に最も近い病棟

回復期
９ヵ月

急性期
３ヵ月

入院処遇の概要
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通院処遇の概要

保護観察所がとりまとめる実施計画に基づき、指定通
院医療機関による医療、障害者福祉サービスなどを組み
合わせて行われる。

社会復帰調整官をコーディネーターとして、地域の障害
福祉サービスを行う施設や保健所・精神保健福祉セン
ター等の行政機関との有機的な連携を確保する。

保護観察所は治療継続に必要と認められる場合には
入院の申立てを裁判所に行う。

多職種による継続的な病状評価をしながら、必要な医
療を提供する。

通院医療は地域における処遇の一部

他の医療・保健・福祉の社会資源との連携 治療継続を制度的に保証

対象者の病状に応じた医療を提供

通院後期
12ヵ月

本法律による通院期間は、原則３年間（最大５年間）

一
般
精
神
医
療
へ

↑

処
遇
終
了

通

院

原則として対象者の地元

通院中期
18ヵ月

通院前期
６ヵ月
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指定入院医療機関の専用病棟における入院による医療の提供

医療観察法に基づく入院から社会復帰の流れ

入
院
決
定

退
院
決
定

都道府県

保健所・精神保
健福祉センター

市町村

障害保健福祉
担当部局

指定通院医療機関

障害福祉サービ
ス事業者

対象者は保護観察所の精神保健観

察下において通院医療を受ける

帰住地の精神保健医療福祉のネットワーク

※ 通院期間終了後は、地域の精神保健医療福祉の枠組みに移行

【入院処遇中】

【通院処遇中】

原則３年間（最大５年間）
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